管　理　業　務　委　託　契　約　書

委託者


　　　　　　　　　　　　　  （以下甲という）と

受託者


　　　　　　　　　　　　　　（以下乙という）は

下記表示の物件に関する管理業務委託契約を締結する。

（物件の表示）





第１条
甲が乙に業務を委託する物件は次の通りである。


所在地
東京都港区新橋○丁目○番○○号


名称
○○ビル




構造規模
○○○○造、地上○○階建



対象部分
全館



（委託期間）





第２条
本契約の期間は、平成○○年○○月○○日より平成○○年○○月○○日迄の２年間とし、期間満了の３ヶ月前迄に甲乙双方とも別段の意思表示をしないときは、本契約は更に２年間延長されるものとする。


その後の期間満了についても同様とする。


（業務内容）





第３条
甲が乙に委託する業務の内容は次の通りとする。

⑴ 共用部分清掃業務



⑵ 設備保守点検業務



⑶ 機械警備業務




⑷ 光熱諸費用の検針業務
⑸ テナントへの賃料・共益費等請求、督促業務
⑹ 官公庁、テナントとの各種折衝業務
⑺ その他上記に付帯する業務
（善管注意義務）


第４条
乙は善良なる管理者の注意をもって管理業務を行うものとする。

（管理委託費用）


第５条
甲が乙に支払う業務委託費用は月額金○○○○○円也とし、甲は毎月


末日迄に当月分を乙に現金で支払うものとする。

2. １ヶ月に満たない期間については日割計算とする。

3. 管理料明細書の内の実費精算の伴う項目については、毎年本契約開始日応答日をもって過不足精算をするものとする。

4. 甲または乙は、前項期日より15日以内に過不足を相手方に返還若しくは支払うものとする。

5. 業務委託費用は、業務内容の変更、経済情勢の変動等により、変更の必要がある場合には、甲乙協議のうえ、改定することができるものとする。

（業務再委託）


第６条
乙は管理業務の一部を第三者に再委託することができる。


但し、この場合といえども乙は本契約に基く権利義務を負う。
（施設の使用）

第７条
甲は乙が管理業務を行うために必要な範囲に於いて、建物の一部、（管理室、倉庫、器具備品等）及び電気、水道、電話等を無償で乙に利用させるものとする。

（賠償責任）


第８条
乙の従業員がその業務の遂行にあたり、故意または過失により甲に損害を与えた場合には、乙は損害賠償の責を負う。


但し、次の各項に該当する場合には、乙は責任を負わない。

⑴ 天災地変等不可抗力による損害
⑵ 乙が善良なる管理者の注意をもって管理業務を行ったにも拘わらず生じた諸設備の故障等による損害

⑶ 乙の責に帰すことができない事由による損害
2. 甲が保険を付保してある場合には、その範囲内で乙は損害賠償の責

を免れるものとする。

（特別出費）

第９条
次の各項に該当する出費に関しては、乙は管理委託費から、または乙が立替えて出費することができるものとする。

⑴ 見積書その他により予め甲の承諾を得ているもの
⑵ １件３万円を超えない小口修繕費、消耗品代金、郵便、振込手数料、管理用什器、事務用品

⑶ 事故その他の事由により甲の承認を受ける時間的余裕がなく、緊急に行う必要があるもの、または、緊急に行うことが極めて有効であると乙が判断した業務費用

2. 前項により予想外の出費があり、乙が立替えたものについては、甲は速やかにその費用を乙に支払う。

（専用部分への立入り）


第10条 乙はその業務を遂行するために必要のあるときは、建物諸施設またはテナントの専有部分及び専用使用部分に立入ることができるものとする。

2. 非常緊急の場合で乙が予め甲もしくはテナントに通知することができない場合には、事後に乙は甲もしくはテナントに報告すれば足りるものとする。

（特約条項）


第11条
乙が予め甲の承諾を得て２ヶ年を超える契約（機械警備）をした場合で甲乙間の契約が終了した場合には、甲は乙と同一の条件を以て当該契約を継承するものとする。

（規定外事項）


第12条
本契約に定めない事項については、甲乙誠意をもって協議してそ


の解決にあたるものとする。

上記契約の成立を証するために本契約書１通を作成して、甲が保有し、乙はその写しを保有する。







平成○○年○○月○○日

委　託　者　（甲）






受　託　者　（乙）





